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第１章 取組の推進に関する基本的考え方 

 

愛知県では、将来にわたり安全で良質な食糧等の安定的な供給の確保とその適切な消

費および利用並びに森林等の有する多面的機能の適切かつ十分な発揮による安全で良好

な生活環境の確保を基本理念とする「食と緑が支える県民の豊かな暮らしづくり条例」

を平成１６年４月に施行し、この基本理念の実現に向け、県が実施する施策の基本的な

方針や目標等を定めた「食と緑の基本計画「平成１７年２月」「食と緑の基本計画２０１

５（平成２３年５月）」及び「食と緑の基本計画２０２０（平成２８年３月）」、「食と緑

の基本計画２０２５（令和２年１２月）（以下、「基本計画」という。）」を策定し、食と

緑に関する施策の計画的な推進を図っている。 

この基本計画において、多面的機能を発揮させる農地等を適正に保全していくために、

農地や用排水路、ため池、農道などの適切な管理に取り組む活動組織を支援し、その機

能の維持・向上を図ることとしており、その実現に向けた取り組みとして、多面的機能

支払交付金を重要な施策として捉え、計画的に事業を推進することとしている。 

本県では、平成１９年度から、地域共同による農地・農業用水等の資源の保全管理と農

村環境の保全のための活動に対し支援を行ってきたが、農地周りの用排水路等施設の老

朽化への対応や集落機能の維持向上の観点から、地域主体の保全管理の取り組みの強化

が重要となっている。 

このため、地域共同による農地・農業用水等の資源や農村環境の保全活動に加え、農地

周りの用排水路等施設の長寿命化や水質・土壌等の高度な保全のための活動に対し多面

的機能支払交付金により支援する。 

 

第２章 多面的機能支払交付金の実施状況  

 

１．３支払の実施状況 

 

 愛知県内の多面的機能支払交付金の実施状況については、農地維持支払交付金、資源向上

支払交付金（共同、長寿命化）いずれにおいても取組面積は若干の増加傾向にある。一方で

取組組織数は若干の減少傾向にある。 

 取組面積の増加としては、新規で活動を開始した組織や、活動区域を拡大した既存組織が

あり、また、令和２年度から新たに多面的機能支払交付金に取り組み始めた市もあった。取

組組織数の減少としては、複数の活動組織が合併・広域化したことによるものや、５年間の

活動期間を終えて活動を終了したことによるものがあった。 
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（１）農地維持支払 

 

 

（２）資源向上支払（共同） 

 

H30 R1 R2 備考

市町村数 43 43 44 全市町村数：54

取組率 79.6% 79.6% 81.5% 市町村数÷全市町村数

対象組織数 418 409 406

広域活動組織 28 20 21

認定農用地面積（ha） 33,464 33,524 33,919 農振農用地面積（R1)：58,021

カバー率 57.7% 57.8% 58.5% 認定農用地面積÷農振農用地面積(R1)

農振農用地区域外（ha） 10 10 4

水路（km） 10,950 11,030 11,246

道路（km） 8,755 8,771 9,278

ため池（箇所） 443 473 510

交付金額（百万） 835.122 834.877 837.848

対象

施設

H30 R1 R2 備考

市町村数 42 42 43 全市町村数：54

取組率 77.8% 77.8% 79.6% 市町村数÷全市町村数

対象組織数 347 340 339

広域活動組織 26 18 19

認定農用地面積（ha） 29,640 29,762 30,057 農振農用地面積（R1)：58,021

カバー率 51.1% 51.3% 51.8% 認定農用地面積÷農振農用地面積(R1)

農振農用地区域外（ha） 0 2 2

水路（km） 9,661 10,125 10,932

道路（km） 7,665 8,134 9,090

ため池（箇所） 417 458 508

交付金額（百万） 422.191 418.368 424.492

生態系保全 128 103 112

水質保全 34 31 39

景観形成

・生活環境保全 345 336 319

水田貯留

・地下水かん養 7 5 7

資源循環 3 2 2

対象

施設

テーマ
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（３）資源向上支払（長寿命化） 

 

 
 

２．多様な主体の参画状況（対象組織の構成員） 

 

 構成員の農業者の推移と農業者以外の推移と比較すると、農業者以外の構成員が個人・団

体ともに増加している傾向が見られる。 

 

  H30 R1 R2 備考 

農

業

者 

個人 21,773人 22,802人 20,958人  

農事組合法人 43団体 53団体 48団体  

営農組合 174団体 127団体 161団体  

その他の農業者団体 553団体 725団体 647団体  

団体数計 770団体 905団体 856団体  

農

業

者

以

外 

個人 14,200人 26,833人 26,611人  

自治会 553団体 553団体 562団体  

女性会 52団体 45団体 46団体  

子供会 207団体 219団体 218団体  

土地改良区 122団体 103団体 102団体  

JA 44団体 40団体 40団体  

学校・PTA 73団体 77団体 78団体  

NPO 5団体 7団体 7団体  

その他 486団体 525団体 494団体  

団体数計 1,542団体 1,569団体 1,547団体  

 

  

H30 R1 R2 備考

市町村数 33 33 34 全市町村数：54

取組率 61.1% 61.1% 63.0% 市町村数÷全市町村数

対象組織数 214 224 220

広域活動組織 24 17 18

対象農用地面積（ha） 22,245 22,805 23,246 農振農用地面積（R1)：58,021

カバー率 38.3% 39.3% 40.1% 認定農用地面積÷農振農用地面積(R1)

農振農用地区域外（ha） 0 0 0

水路（km） 1,219 1,403 1,523

道路（km） 249 543 568

ため池（箇所） 47 53 81

交付金額（百万） 669.259 657.627 656.770

対象施

設
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第３章 多面的機能支払交付金の効果  

 

１．調査方法 

多面的機能支払事業活動組織アンケート調査を実施、３６１組織の回答をもとに評価。 

 

２．効果の発現状況 

【評価区分】 

 

 

（１）資源と環境 

１）地域資源の適切な保全管理 

 

  地域資源の適切な保全管理については、いずれの効果項目でもｂ以上の評価となって

いる。なかでも「水路・農道等の地域資源の適切な保全」はａ評価であり、農業用施設の管

理や機能維持等について、大半の活動組織において効果がみられる。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

遊休農地の発生防止 

（活動組織アンケート：本交付金に取り組んでいなければ、活動の対象農用地内に

遊休農地が発生または面積が拡大していたと思う 62％） 

□ ■ □ □ 

水路・農道等の地域資源の適切な保全 

（活動組織アンケート：本交付金に取り組んでいなければ、農業用施設の管理が粗

放化、施設の機能低下が進行していると思う 87％） 

■ □ □ □ 

鳥獣被害の抑制・防止 

（活動組織アンケート：鳥獣被害の防止等に取り組んでいなければ、鳥獣被害は増

加していると思う 66％） 

□ ■ □ □ 

非農業者の地域農業や農業用水、農業水利施設等への理解醸成 

（活動組織アンケート：活動を通じて、地域の農地や農業水利施設等への関心や理

解、取組への協力意識が高まっていると思う 52％） 

□ ■ □ □ 

水路・農道等の地域資源を保全管理する人材の確保等、管理体制の強化 

（活動組織アンケート：資源向上への取組により、地域資源の保全管理をする人材

確保に繋がっていると思う 65％） 

□ ■ □ □ 

 

 

ａ．ほとんどの組織で効果が発現している、又は、発現が見込まれる 

（ 全体の８割程度以上で効果が発現している、又は、発現が見込まれる） 

 ｂ．大半の組織で効果が発現している、又は、発現が見込まれる  

（全体の５割程度以上８割程度未満で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）  

ｃ．一部の組織で効果が発現している、又は、発現が見込まれる  

（全体の２割程度以上５割程度未満で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）  

ｄ．効果の発現が限定的である、又は、発現の見込みが限定的である 

（ 全体の２割程度未満で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）  
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《多面的機能支払版 SDGs の達成への貢献※参考》 

 

指   標 現況（R2） 

SDGs 2：持続可能な農業生産を支える  

 本交付金の取組が行われている農地の割合（カバー率） 58.5％ 

 

２）農業用施設の機能増進 

 

  効果項目のいずれもｂ評価以上であり、大半の組織で効果がみられる。また、「施設の

破損、故障や溢水等による農業生産や周辺地域への被害抑制」はａ評価であり、資源向上支

払（長寿命化）の取組により、施設の破損・老朽化への対策に効果が現れている。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

施設の破損、故障や溢水等による農業生産や周辺地域への被害抑制 

（活動組織アンケート：資源向上支払（長寿命化）に取り組まなかった場合、破損、

老朽化等により農業生産への影響が出ると思う 97％） 

■ □ □ □ 

農業用施設の知識や補修技術の向上 

（活動組織アンケート：4資源向上支払（共同、長寿命化）への取組により、補修

技術が高まっていると思う 61％） 

□ ■ □ □ 

定期的な機能診断、補修等の実施や直営施工の導入等による施設の維持管

理費の低減 
（活動組織アンケート：資源向上支払（共同、長寿命化）への取組により、定期的

な機能診断、補修等の実施や直営施工を導入したこと等により、施設の維持管理

費が低減されていると思う 77％） 

□ ■ □ □ 

 

《多面的機能支払版 SDGs の達成への貢献※参考》 

 

指   標 現況（R2） 

SDGs 9：災害に強いインフラづくりとそのための技術開発に

貢献する 

 

 資源向上支払（共同、長寿命化）の対象施設量 水路 9,988km 

道路 8,179km 

ため池 485箇所 

 増進活動（地域住民による直営施工）に取り組む組織数 ９組織 

4.1％ 
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３）農村環境の保全・向上 

 

 「地域の環境の保全・向上（水質、景観）」についてはｂ評価であり、大半の取組組織で

効果がみられる。一方、「地域の環境の保全・向上（生態系）」においてはｃ評価であり、効

果を確認し難い活動であるといえる。 

また、活動に取り組むことによる「地域住民の地域資源や農村環境の保全への関心の向上」

については生態系、水質、景観いずれも「高まっていると思う」の回答が６割以上（景観形

成・生活環境保全については８割以上）となっており、農村環境の保全・向上に対する全体

評価としてはｂである。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

地域の環境の保全・向上 

（活動組織アンケート：活動を通じて、生息する在来生物の種類や生息数が増えた

り、外来生物の生息範囲や生息数が減るなど、生態系保全の効果が出てきたと思

う 46％） 

（活動組織アンケート：活動を通じて、地域の農業用水などの水の濁りや異臭が減

少するなど、水質保全の効果が出てきたと思う 62％） 

（活動組織アンケート：活動を通じて、景観形成のための植栽面積が増えたり、雑

草の繁茂や不法投棄が減るなど、景観形成・生活環境保全の効果が出てきたと思

う 79％） 

□ ■ □ □ 

地域の環境の保全・向上（生態系） 

（活動組織アンケート：活動を通じて、生息する在来生物の種類や生息数が増えた

り、外来生物の生息範囲や生息数が減るなど、生態系保全の効果が出てきたと思

う 46％） 

□ □ ■ □ 

地域の環境の保全・向上（水質） 

（活動組織アンケート：活動を通じて、地域の農業用水などの水の濁りや異臭が減

少するなど、水質保全の効果が出てきたと思う 62％） 

□ ■ □ □ 

地域の環境の保全・向上（景観） 

（活動組織アンケート：活動を通じて、景観形成のための植栽面積が増えたり、雑

草の繁茂や不法投棄が減るなど、景観形成・生活環境保全の効果が出てきたと思

う 79％） 

□ ■ □ □ 

地域住民の地域資源や農村環境の保全への関心の向上 

（活動組織アンケート：活動を通じて、参加者は、生態系保全に対する関心や理解、

取組の協力意識が高まっていると思う 67％） 

（活動組織アンケート：活動を通じて、参加者は、水質保全に対する関心や理解、

取組の協力意識が高まっていると思う 68％） 

（活動組織アンケート：活動を通じて、参加者は、景観形成・生活環境保全に対す

る関心や理解、取組の協力意識が高まっていると思う 81％） 

□ ■ □ □ 
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《多面的機能支払版 SDGs の達成への貢献※参考》 

 

 

指   標 現況（R2） 

SDGs15：地域における生物多様性を保全する  

 生態系保全に取り組む組織数 112 組織 

27.6％ 

 生態系保全（外来種の駆除）に取り組む組織数 72 組織 

17.7％ 

SDGs 6：地域における水質を保全する  

 水質保全に取り組む組織数 39 組織 

9.6％ 

 景観形成・生活環境保全（施設等の定期的巡回点検・清掃）に

取り組む組織数 

319 組織 

78.6％ 

SDGs14：海洋・海洋資源を保全する  

 水田貯留機能増進・地下水かん養（水源かん養林等の保全）に

取り組む組織数 

7 組織 

1.7％ 

 水質保全に取り組む組織数（SDGs 6 と重複） 39 組織 

9.6％ 

 景観形成・生活環境保全（施設等の定期的巡回点検・清掃）に

取り組む組織数（SDGs 6 と重複） 

319 組織 

78.6％ 

SDGs 7：持続可能なエネルギーの利用を推進する  

 資源循環（小水力発電施設の適正管理）に取り組む組織数 0 組織 

0％ 

SDGs12：持続可能な生産・消費を進める  

 資源向上支払（共同＝農村環境保全活動）に取り組む組織数 339 組織 

83.5％ 

 水田貯留機能増進・地下水かん養（水源かん養林等の保全）に

取り組む組織数（SDGs14 と重複） 

7 組織 

1.7％ 

 資源循環に取り組む組織数 2 組織 

0.5％ 

※斜体は様式 2-4等では把握できない項目、以下同様。 
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４）自然災害の防災・減災・復旧 

 「自然災害や二次災害等による被害の抑制・防止」に対してはａ評価である一方で、「地

域住民の防災・減災に対する意識の向上、体制の強化」においてはｄ評価であるなど、効果

項目間の差が大きい。評価の高い項目には、排水路の維持管理による被害減少や軽微な被害

箇所の早期復旧という具体の対策が挙げられており、効果が確認しやすかったと思われる。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

自然災害や二次災害等による被害の抑制・防止 

（活動組織アンケート：排水路の泥上げやため池の点検・補修など、多面的機能支

払により施設の維持管理を行う活動が、異常気象時における被害減少や早期復旧

に役立っていると思う 94％） 

■ □ □ □ 

災害後の点検や復旧の迅速化 

（活動組織アンケート：軽微な被害箇所を早急に復旧 59％） 
□ ■ □ □ 

地域住民の防災・減災に対する意識の向上、体制の強化 

（活動組織アンケート：共同活動を通じた管理体制の整備や地域コミュニティ力の

向上により、災害時に地域でまとまって対応 18％） 

□ □ □ ■ 

 

《多面的機能支払版 SDGs の達成への貢献※参考》 

 

 指   標 現況（R2） 

SDGs13：気候変動及びその影響を軽減するための対策を実践する  

 農地維持支払に取り組む組織数（異常気象時の対応を行ってい

る組織数） 

406 組織 

100.0％ 

 水田貯留機能増進・地下水かん養に取り組む組織数 7 組織 

1.7％ 

 増進活動（防災・減災力の強化）に取り組む組織数 18 組織 

4.4％ 

 啓発・普及（地域住民等との交流活動）で、地域における水田

を利用した水田貯留機能増進・地下水かん養を推進していくた

めに下流域と上流域との間での情報交換会の実施等により、連

携を図っている組織数 

2 組織 

0.5％ 
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（２）社会 

１）農村の地域コミュニティの維持・強化への貢献 

 

 「各種団体や非農業者等の参画の促進」と「地域づくりのリーダーの育成」についてはｂ

評価である。「話し合いや活動機会の増加による地域コミュニティの活性化」はｃ評価、「農

村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化」はｄ評価であり、コミュニティの強化とい

う点においては限定的な効果となっている。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

話し合いや活動機会の増加による地域コミュニティの活性化 

（活動組織アンケート:地域が目指す方向についての話し合いが始まった、あるい

は盛んになった 48％） 

（活動組織アンケート:地域の行事やイベントが始まった、あるいは盛んになった 

47％） 

□ □ ■ □ 

各種団体や非農業者等の参画の促進 

（活動組織アンケート：農村環境保全活動は、非農業者や非農業団体が本交付金の

活動やその他の地域活動に参加するきっかけとなっている 71％ 

□ ■ □ □ 

地域づくりのリーダーの育成 

（活動組織アンケート：本交付金による取組は、地域づくりのリーダーの育成に役

立っている 54％） 

□ ■ □ □ 

農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化 
（活動組織アンケート：伝統農法・文化の復活や継承を通じた農村コミュニティの

強化が始まった、あるいは盛んになった 9％） 
□ □ □ ■ 
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《多面的機能支払版 SDGs の達成への貢献※参考》 

 

指   標 現況（R2） 

SDGs16：多様な主体の参画による地域づくりを促進する  

 女性会、子供会、学校・PTA が参画する組織数 173 組織 

42.6％ 

 保全管理の目標（多様な参画・連携型）を選択した組

織数 

90 組織 

22.2％ 

SDGs 5：女性の参画により、地域や組織の取り組みの可能

性を広げる 

 

 女性会が参画する組織数 36 組織 

8.9％ 

 女性役員がいる組織数 117 組織 

28.8％ 

 活動に参加する女性の割合※活動組織アンケート等 15.9％ 

SDGs 8：地域における所得向上や雇用の確保を図る  

 増進活動（農村文化の伝承を通じた農村コミュニティ

の強化）に取り組む組織数 

15 組織 

3.7％ 

SDGs11：住み続けられる地域をつくる  

 多面的機能支払に取り組む農業集落の割合 

※2020 年農林業センサス（2,598 集落） 

1,302 集落 

50.1％ 

 多様な主体の参画数（構成員数） 47,569 人 

2,403 団体 

 都市的地域と平地～山間農業地域に跨る組織数 12 組織 

3.0％ 

SDGs 4：地域内外の人に質が高い教育・生涯学習の機会を

提供する 

 

 資源向上支払（共同＝農村環境保全活動）に取り組む

組織数 

339 組織 

83.5％ 

 啓発・普及活動（学校教育等との連携）に取り組む組

織数 

113 組織 

27.8％ 

SDGs 3：やすらぎや福祉の機会を提供する  

 増進活動（やすらぎ・福祉及び教育機能の活用）に取

り組む組織数 

4 組織 

1.0％ 
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（３）経済 

１）構造改革の後押し等地域農業への貢献 

 

 ４つの効果項目のうち３項目においてｂ評価であるが、「農産物の高付加価値化や６次産

業化の推進」においてはｄ評価であった。ｄ評価であった「農産物の高付加価値化や６次産

業化の推進」の項目のなかでも地域農業の発展に役立っていると回答した組織は２５％で

あることから、６次産業化までは至らないものの、新たな生産品目作り、農業経営の複合化、

６次産業化などのきっかけになるなどの効果は一部の組織でみられている。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

非農業者等の共同活動への参加による担い手農業者の負担軽減 

（活動組織アンケート：多面的機能支払交付金の活動に非農業者のかたが参加する

ことで、担い手農業者のかたの負担軽減に役立っていると感じる 57％） 

□ ■ □ □ 

担い手農業者の育成・確保 

（活動組織アンケート：多面的機能支払の活動は、地域の農業の将来を考えるきっ

かけになるなど、担い手の育成に繋がっていると感じる 61％） 

□ ■ □ □ 

農地の利用集積の推進 

（活動組織アンケート：本交付金の取組は、農地の利用集積や集積に向けた話し合

い等のきっかけになっている 65％） 

□ ■ □ □ 

農産物の高付加価値化や６次産業化の推進 

（活動組織アンケート：本交付金の取組は、新たな生産品目づくり、農業経営の複

合化、６次産業化などのきっかけになるなど、地域農業の発展に役立っている 

25％） 

（活動組織アンケート：６次産業化（農業生産と加工・販売の一体化や地域資源を

活用した新たな産業の創出）が始まった、あるいは盛んになった 3％） 

□ □ □ ■ 

 

《多面的機能支払版 SDGs の達成への貢献※参考》 

 

指   標 現況（R2） 

SDGs 2：持続可能な農業生産を支える  

 本交付金と合わせて環境保全型農業直接支払交付金に取り組

む組織数 

18 組織 

4.4％ 

SDGs 8：地域における所得向上や雇用の確保を図る  

 地域住民以外の方が参加する活動を実施している組織数 121 組織 

29.8％ 

 景観形成等により地域住民以外の方が来訪する資源を創出し

ている組織数 

96 組織 

23.6％ 

 都市と農村との交流、６次産業化が促進された組織数 90 組織 

22.2％ 

 

（４）都道府県独自の取組 

 特になし 
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3.8

18.8

16.2

28.2

16.2

16.9

４年目
ステップ０

ステップ１

ステップ２

ステップ３

ステップ４

ステップ５

  

第４章 対象組織の自己評価に対する市町村評価  

 

１．地域資源の適切な保全のための推進活動に係る自己評価及び市町村評価 

（１）地域資源の適切な保全のための推進活動の進捗状況 

 

 平成３０年度から令和２年度まで３カ年の自己評価から、２年目、４年目それぞれの進捗

状況（ステップ）を比較すると、２年目評価においてはステップ０～２で５０％を占めてい

たのに対し、４年目評価においては４０％程度であり、全体としてステップは上がっている

傾向にある。 

※ステップ５について比較すると２年目の２６％から４年目の１７％と減少しているが、

これは組織による自己評価であったため、地域資源保全管理構想を策定済みであるにも関

わらず０～４で回答していたり、または未策定であるが５と回答していた組織が一部にあ

ったことによって生じたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）推進活動の自己評価に対する市町村評価 

 

推進活動の自己評価に対する市町村評価をみると、２年目評価においては「適当」が

89.7％、「優良」が約 10％であるのに対し、４年目評価については「適当」が約 75％、「優

良」が約 25％であり、向上の傾向が見られる。なお、２年目、４年目いずれも「計画の見

直し（またはフォロー）が必要」「返還」の評価は 0％であった。 

 

  

3.2

28.5

18.9

15.3

8.2

26.0

２年目

24.8

75.2

0.0 0.00.0４年目

優良 適当 指導又は助言が必要 計画の見直しが必要 返還

9.6

89.7

0.7
0.0 0.0２年目
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２．多面的機能の増進を図る活動に係る市町村評価 

  

 多面的機能の増進を図る活動に係る市町村評価については２年目と４年目で特に変化は

見られず、いずれも優良が 13％程度、適当が 87％程度であり、指導又は助言が必要とした

評価は 0％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12.8

87.2

0.0２年目

優良 適当 指導又は助言が必要

13.6

86.4

0.0４年目
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第５章 取組の推進に係る活動状況 

１．基本的な考え方 

 

 交付金の取組の推進にあたっては、県、市町村、農業者団体、対象組織の緊密な連携によ

り実施する必要があることから、県、市町村、愛知県土地改良事業団体連合会、土地改良区

等から構成する愛知県農地水多面的機能推進協議会を地域の推進体制に位置付けている。 
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２．都道府県の推進活動 

 

  愛知県の推進活動としては例年「農地・水・環境のつどい」を開催し、優良活動組織を

表彰している。また、それら優良事例をまとめたパンフレットを作成し、活動組織の今後の

活動の参考となるようにしている。また、市町村に対し、制度の改正事項や重要事項等を伝

達する担当者会議を開催しているが、令和２年度および令和３年度は新型コロナウイルス

感染症拡大防止の観点から資料送付で対応した。 

 

実施した推進・指導、支援内容（具体的な内容） 評価 

ホームページを通じた情報の提供 
（具体的な内容：  未実施                 ） 

－ 

パンフレット、機関紙、事例集等による普及・啓発 

（具体的な内容：優良活動事例をまとめたパンフレットを作成 ） 

○ 

研修会等の実施 

（具体的な内容：県出先機関や市町村を対象にした担当者会議の開催 ） 
○ 

優良活動表彰による普及・啓発 

（具体的な内容：「農地・水・環境のつどい」にて優良活動組織を表彰 ） 
○ 

イベント、メディア等を通じた広報活動 

（具体的な内容：   未実施        ） 
－ 

評価 ◎：かなりの効果があった、かなりの効果が現れる見込みがある 
   ○：ある程度効果があった、ある程度効果が現れる見込みがある 
   △：あまり効果がなかった、あまり効果が現れる見込みがない 
   ×：全く効果がなかった 
 
３．市町村の推進活動 

 

 市町村によってその取組内容は様々であるが、「ホームページを通じた情報の提供」が多

く取り組まれており、４割程度の市町村が実施している。その効果もある程度見込まれると

いう回答が 7 割以上を占めた。取組に対してかなりの効果があったとの回答が多かったも

のは「研修会等の実施」と「地元説明会等」であった。 

 

実施した推進・指導、支援内容（具体的な内容） 評価 

ホームページを通じた情報の提供 
（具体的な内容：活動組織情報や表彰事例の公表、事業制度情報（要綱等）の掲載など） 

○ 

パンフレット、機関紙、事例集等による普及・啓発 

（具体的な内容：県・協議会や国で作成した資料の配布等 ） 

○ 

研修会等の実施 

（具体的な内容：説明会や役員に対する安全研修会、修繕技術講習会など    ） 
◎ 

優良活動表彰による普及・啓発 

（具体的な内容：なし                      ） 
－ 

イベント、メディア等を通じた広報活動 

（具体的な内容：なし                             ） 
－ 

地元説明会等 

（具体的な内容：希望する組織や新規立ち上げ地域に対する地元説明など     ） 

◎ 
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４．推進組織の推進活動 

 

 推進組織は活動組織や市町村に対する「事務支援」を始め、「パンフレット、機関誌、事

例収集等による啓発・普及」や「研修会等の実施」も実施している。中でも手引きの作成配

布や活動組織が使用する様式の配布については、配布したデータが活用されており、かなり

の効果が見込まれる。 

 

実施した推進・指導、支援内容（具体的な内容） 評価 

ホームページを通じた情報の提供 
（具体的な内容：各組織の活動状況事例。要綱・要領等の添付等         ） 

○ 

パンフレット、機関紙、事例集等による普及・啓発 

（具体的な内容：活動組織及び協議会会員への事例集・パンフレット等の配布     ） 

○ 

研修会等の実施 

（具体的な内容： 市町村等を対象とした、担当者会議等の実施    ） 
○ 

優良活動表彰による普及・啓発 

（具体的な内容： イベントの折に優良組織表彰会の開催      ） 
○ 

イベント、メディア等を通じた広報活動 

（具体的な内容：農地・水・環境のつどいの開催      ） 
○ 

事務支援 

（手引きの作成・配布、活動組織が使用する様式の配布） 

◎ 

 

《多面的機能支払版 SDGs の達成への貢献※参考》 

 

指   標 現況（R2） 

SDGs17：地域協働の力により目標を達成する  

 多面的機能支払交付金に取り組む市町村数 ４４市町村 

81.5％ 

 NPO 法人化した組織数 ０組織 

0.0％ 

 土地改良区と連携して活動を行っている組織数 ２１３組織 

52.5％ 
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第６章 取組の推進に関する課題、今後の取組方向等 

１．取組の推進に関する課題、今後の取組方向 

 ・活動組織の取組による「地域資源の適切な保全管理」と「農業用施設の機能増進」にお

いて効果発現が高かった。 

 ・食と緑の基本計画２０２５の施策目標に位置付けられている農地維持支払 30,000ha、

資源向上支払（長寿命化）19,000ha を令和７年まで維持していくことはもちろんのこと、

カバー率アップのため、新規地区の掘り起こしを図っていく。 

 ・組織が今後も活動を継続していくためには、地域作りのリーダーや役員の育成が不可欠

であるため、農地・水・環境のつどいの機会等を活かし、優良事例の紹介を引き続き行っ

ていく。 

 

２．制度に対する提案等 

 

 ・令和３年度から水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）の推進の加算措置が始まった

ところであるが、現在の制度では２年３作に取り組む地域においては適用できないため、

要件の緩和を提案する。 



○ 本地域の周辺で工場誘致、宅
地開発が進み、優良な農地が減
少傾向にあった。

○ 耕作者の高齢化が進み、後継者
に恵まれず、耕作放棄地もちらほ
ら、目につくようになる。水路等の
施設も経年劣化が進み、維持修繕
工事、更新工事が必要となった。

〇 核家族化が進み、地域の住民同士
の結びつきが稀薄となり、住民が
一体となって、事を成すことが少な
くなった。

有脇の農地・水・緑を守る会（愛知県半田市）

活動開始前の状況や課題 取組内容

００人が参加し、ため池の環境保全に係
る理解が増進。

○ 地元小学生を対象として、田植えから稲
刈り、脱穀まで稲作体験学習を実施し、
農作業の大変さ、収穫までやり遂げる
達成感を感じてもらい、大切な地域資
源である地元の農業施設の保全の重
要性を確認してもらった。

取組の効果

地域資源の適切な保全管理

【地区概要】※R3年度時点
・認定農用地面積33ha
（田33ha）
・資源量 水路12.1km・ため池５か所

農道3.0km
・主な構成員 農業者、農業者以外

の個人、自治会、学校
・PTA、JA等

・交付金 約3.3百万円（Ｒ２）
農地維持支払
資源向上支払（共同、長寿命化）

○ ため池環境整備の一環として開催した
かいどり大作戦に地元小学生を含む３

○ 農業用施設の計画的な維
持修繕作業

○ ため池周辺の環境整備
（草刈・施設修繕・かいど
り（池干し）など）

〇 遊休農地を利用したそば
栽培

〇 地元小学生と稲作体験学
習

ありわきののうち・みず・みどりをまもるかい

○有脇の水・農地・緑を守る会は、平成１９年より本交付金による取組を実施し現在、
３期目の最終年度を迎えている。

○本地域（組織）の特徴として、農業従事者だけではなく、「子どもと大人」「住民同
士」の地域一体化したコミュニケーションを目指し、様々な活動に取り組んでいる。

○これらの活動を通して、住民同士の絆が高まり、予期せぬ災害等に地域が見舞われた
際にも住民同士が一体になって事に当たられることも期待できる。

都市的農業地域
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○ 本地域は、圃場整備後、４０年余り
が経過し、農業用施設の老朽化が進ん
でいた。

○ 農業法人への委託化が進み、大
型機械で作業がしやすい耕作条件が
求められるなど、変化に対応した地域
資源の保全管理が必要となっていた。

○ 構成員のなかに、土木技術関係
資格者がいるなど直営施工に取り組
みやすい環境があった。

本町の環境を守る会（愛知県豊田市）

活動開始前の状況や課題 取組内容 取組の効果

農業用施設の機能増進

【地区概要】※R3年度時点
・認定農用地面積4,400a
（田4,300a、畑100a）
・資源量 水路24.3km

農道10.5km
・主な構成員
土地管理区、農事配水、農業法人
自治区、子供会、ジュニアクラブ
・交付金 約４百万円（Ｒ２）
農地維持支払
資源向上支払（共同、長寿命化）

○ 直営施工を実施することで、リタイ
ヤ世代に活躍の場を提供する。
（長寿命化参加者

延べ人数 179人）※R2実績

○ 自ら設計、施工するため、事故防止
や作業効率に向けた対策が実施できた。

また施工後も維持管理しやすい施設に
改善する。

○ 市・県・土地改良区と施工協議する
ことで連携体制を強化することができた。

○ 大型機械が作業し
やすい水路・農道とな
るよう整備を進め、農
業法人による作業効
率が上がった。

・業者発注でなく、構成員によ
る直営施工を実施する。

ほんまちのかんきょうをまもるかい（あいちけんとよたし）

○本町の環境を守る会は、豊田市の南部に位置し豊田ICから車で10分程度のところに位
置する。昭和４５年に自動車工場の進出と同時に農業・地域環境が大きく変化した。
また、昭和４７年に圃場整備が始まり、同時期に農業法人も生まれ、農作業の委託化
が始まった。

○農業者、農業法人、土地改良区をはじめ、自治区、子ども園、子供会、ジュニアクラ
ブ、介護施設など様々な地域の活動団体から構成されており、長年の活動を通じ地域
との交流活動も定着している。

・構成員が技術講習を受講し、
直営施工を実施する。

都市的農業地域

・将来的に、農業法人への委
託化を見据え、大型機械で作
業が可能となるよう、施工する。

農
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構成員により測量する様子

・市、土地改良区等に技術的
支援を仰ぐことで、情報・技術
共有を図り、関係機関と連携
し施工を実施した。

重機を使用し作業する構成員



○ 本地域では、外来種である
ジャンボタニシが用水路や水田に
繁殖し、稲への食害が見られた。

○ また、ジャンボタニシの繁殖は
地域の生態系への影響が危惧され
ており、外来種の駆除だけでなく、
地域ぐるみで対策に取り組む必要が
あった。

○ 水田からの排水をする際に、外部
に水田の濁った水が流出してしまい、
地域の水質に悪影響を及ぼす恐れ
があった。

新田広域協定運営委員会（愛知県西尾市）

活動開始前の状況や課題 取組内容

○ 小学生を対象にした生き物調査では
児童や保護者等、７３名が参加し、生態系
保全に対する意識の向上へと繋がった。
○ 捕獲した生き物は学校へ持ち帰り、
理科の教師の指導の下、飼育を行った
ことで、地域に生息する生き物の学習を
することができた。
○ 止水板を利用して水田の排水管理を
することで、濁水の流出を防止し、地域の
水質を保全することができた。

取組の効果

農村環境の保全・向上の推進

【地区概要】※R3年度時点
・認定農用地面積５７１ha
（田４２９ha、畑１４２ha）
・資源量 水路１２４．９km

農道１１８．９km
・主な構成員 耕作委員会、町内会

老人会、こども会等
・交付金 約３４百万円（Ｒ２）

農地維持支払
資源向上支払（共同、長寿命化）

○ 継続的な外来種の駆除により、地域内
のジャンボタニシによる食害が徐々に減少
している。

○ ジャンボタニシ等外来
種の駆除

○新田広域協定運営委員会は、平成１９年より本交付金による取組を実施している。

○本組織の特徴として、設立当初から広域組織として活動しており、耕作委員会及び町
内会が一丸となってジャンボタニシの駆除や水質の保全活動を実施した。また、小学
校を巻き込んで、地域の小学生と生き物調査を行った。

○この活動により、地域内で外来種駆除が継続的に行われるようになり、ジャンボタニ
シによる稲の食害が減少している。生き物調査により、地域の生態系への関心を高め
ることができた。また、水質の保全活動により周辺への濁水流出を防止することがで
きた。

○ 捕獲した生き物は学校
で理科の学習に活用

都市的地域

○ 止水板を利用した水田
の排水管理
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止水板を利用した排水管理 ジャンボタニシの駆除 生き物調査

○ 地元の小学生を対象
に生き物調査を実施



○ 本地域は、住宅や農地の間を通る
水路に雨水等を集め、安城市南部
を東西に流れる半場川に放流して
いる。

○ 活動開始前までは、豪雨時に半場
川の水位が上がり、半場川に流れ
込んでいた水が氾濫して、水路周辺
地域の住宅を浸水する等被害が発
生していた。

〇 水路底に蓄積した泥などの堆積物
により、水路本来の機能が発揮され
ず、水位が上昇しやすくなっていた。

根崎農地水環境保全協議会（安城市）

活動開始前の状況や課題 取組内容 取組の効果

自然災害の防災・減災・復旧の推進

【地区概要】※R3年度時点
・認定農用地面積122ha
（田107ha、畑15ha）
・資源量 水路49.3km

農道18.8km
・主な構成員 営農組合、老人クラブ、

子ども会、町内会 等
・交付金 約１０百万円（Ｒ２）

農地維持支払
資源向上支払（共同、長寿命化）

○ 豪雨時のゲート調整により、半場川
に流れる水の一部を荒井用水に放流
することができるようになり、周辺地
域の浸水被害が大きく軽減した。

〇 定期的な泥上げや草刈りにより、水
路本来の機能を維持し、防災・減災
に繋がっている。

○ 浸水被害の影響を受け、半
場川に流れ込む水路に排水
ゲートが作られたため、活動で
はゲートの調整を夏季に複数
回行っている。

〇 ゲートの調整により、水路
の水の一部を荒井用水に放流
し、水位をコントロールしている。

○ 水路の泥上げや草刈りに
より水路本来の機能を維持す
る活動も毎年９月に行っている。

ねさきのうちみずかんきょうほぜんきょうぎかい（あんじょうし）

〇本地域は、安城市の南部に位置し、人口約2100人で碧南市、西尾市に隣接した自然豊
かな地域です。根崎町の北には明治用水、南には荒井用水があり、それぞれから流れ
る水を用いた農業地帯が広がっています。

〇しかし、担い手農家への受委託の進行と、高齢化などの影響により農業離れが進み、
農業への意識が希薄になりつつあります。

〇当活動は、平成１９年度から取組みを開始し、平成２９年度から始まった新たな計画
では、水路、農道等の草刈り・泥上げを中心とした地域資源の適切な保全管理や、用
排水路等の補修を通した農業基盤の整備を行っています。

平地農業地域
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豪雨時、水路の水が
溢れ、周辺へ水害

ゲートを調整
一部荒井用水に放流



○ 本地域は、水稲、なす、
たまねぎなどを主に生産し、
都市近郊型の農業地域である。
しかし、非農業者が農業に携わる

機会が多くなく、農業者・非農業者が
一体となり活動する機会が
必要であった

○ また、水路の草刈りやゲートの
点検等、農業施設の維持管理を
計画的に行っていく必要があった。

高御堂南地域環境保全会（愛知県稲沢市）

活動開始前の状況や課題 取組内容

○ 34haの農地において、配水操作・
ゲート類の保守管理を行ったことで、
農業への関心が高まり、施設維持管理
の大切さを意識

取組の効果

農村の地域コミュニティの維持・強化への貢献の推進

【地区概要】※R3年度時点
・認定農用地面積34ha
（田32ha、畑2ha）
・資源量 水路5.0km

農道10.0km
・主な構成員 高御堂南区、子供会、

グランドゴルフ会等
・交付金 約百万円（Ｒ２）

農地維持支払
資源向上支払（共同、長寿命化）

○ 植栽・清掃の活動に116人が参加し、
地域の連携が増進。

○高御堂南地域環境保全会は、平成29年より本交付金による取組を実施している。

○本組織の特徴として、活動当初から花苗の植栽や植え込みの手入れを行っており、

お年寄りから子供たちまで参加する地域の恒例行事となっている。

○この活動により、農業者・非農業者が一体となり活動することで地域の連携が深まっ
た。また、共同活動を通じて非農業者の農業への関心が高まった。

○ 植栽・清掃
○ 水路の刈草・泥上げ

都市的地域

○ ゲートの点検・機能診断
○ 戸蓋の設置・保守管理
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○ 本地域は、住民の減少と高齢化の
進行により、施設管理や農地維持が
難しくなっていた。

○ また、近年は野生動物による農作
物への獣害被害が増加していた。

田峯環境保全会（愛知県設楽町）

活動開始前の状況や課題 取組内容

○ 農地周り及び隣接する道路、法面等へ
の草刈りによる地域の景観保全の他、山
から採取した 苗木などを農地で成育し、
植樹したミツバ ツツジやしだれ桃は春に
花を咲かせ地域の景観を彩っている。

○ 生物調査や報告会を通じて子どもたちは
地域の自然環境、環境保全活動の意義を
学び、物事に関心を持って切り込んでいく
姿勢を身につけることができ、また地域へ
の愛着が向上した。

○ 本活動を通じた会員間の会話、問題の
提起、議論が増え、新たな取り組みへの
積極性が増し、構成員である地元製茶
組合では整枝のために刈り取られて破棄
していた２番茶に目を向け、新たな特産品
（紅茶）を作り出した。

取組の効果

構造改革の後押し等地域農業への貢献の推進

【地区概要】※R3年度時点
・認定農用地面積１１ha
（田４ha、畑７ha）

・資源量 水路７km
農道３km

・主な構成員 農業者、田峯区

・交付金 約０．７百万円（Ｒ２）

農地維持支払
資源向上支払（共同、長寿命化）

だみねかんきょうほぜんかい（あいちけんしたらちょう）

○田峯環境保全会は、平成２６年より本交付金による取組を実施している。

○本地域の特徴として、自然豊かな地域資源を守るという住民の意識が高い。

○施設の草刈作業、鳥獣害防止柵の維持補修、農用地を利用した景観形成を集落一体で
行った。また地域の自然環境を学ぶ場所として、地元小学生のビオトープでの生物調
査を行った。

○これにより、集落内の農地維持、景観形成ができた。また、生物調査を通じて子供た
ちが自然に興味をもつことができた。さらに、活動を通じた生産意欲の向上により、
新たな特産品（紅茶）を作り出した。

○ 施設の草刈・泥上
げ作業、農用地を利用
して成育した苗木の植
樹による景観保全活
動

山間農業地域

○ 地元小学校と連携
し地区の休耕田を利
用したビオトープでの
生物調査・報告会
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○ 地域内団体との連
携（新たな特産品開発）


